
平成２２年総合政策委員会 開催状況 

 

開催年月日  平成２２年（2010 年）９月７日 

質 問 者   自民党・道民会議 道見 重信 委員 

答 弁 者  総合政策部長、計画推進局経済調査・土地水担当局長 ほか 

 

水資源問題について 

（一）全道の地籍調査、売買の届出について 

 

○道見 委員 

 私からですね、この外国資本というか外資の森林取得・売買に関してのことについて、基本的なことをち

ょっとお聞きしたいんですが、まず本質の質問をする前にですね、北海道、民間も含めてですね、北海道の

森林のですね、地籍というのはどの程度確定されているのか、認識と、データがもし分かっているなら教え

てもらいたいのと、もう一つはですね、この山林というんですかね、森林の売買をする場合に、その売買を

するに当たっての事前と事後との、手順を先に教えていただきたい。 

 

○計画推進局参事 

 全道の地籍調査につきましては、対象面積の７割ほどが、全道の地籍調査が一応終えられているというこ

とで情報を聞いています。 

 それから売買の届出につきましてはですね、国土利用計画法に基づきまして、一定の面積以上の売買があ

ったものについて、土地売買の事後の届出を市町村を通じて都道府県知事に提出されております。 

 以上でございます。 

 

（二）実態把握の具体的な方法について 

 

○道見 委員 

 まあそういうことで、これからちょっと質問したいんですがね、道庁内でこの森林の売買が結果的にはで

すね、これから重要な水資源に関連してですね、これは私たちの生活というんですかね、日本国というか北

海道の問題として非常に重要であると、いう中から、まあ実態把握というんですかね、どのレベルなのか分

かりませんが、庁内で幹事会を作ったと、協議会の中に幹事会を作って検討し始めると、まあこういうこと

なんですけども、もっと具体的にですね、まあ新聞にこれ８月翌日の１３日に、新聞記事として載っており

ますけど、皆さん方がこういうことに注目をしたということの、その根本的なとこと、これを立ち上げてい

く趣旨というんですかね、基本的なことをどこに置いているのか、それを改めて確認をしたいと思います。 

 

○計画推進局経済調査・土地水担当局長 

 ただいまのご質問にお答えいたします。 

 まず実態把握の具体的な方法といたしましては、水源といっても色々ございまして、例えば農業用水です

とか、水道水源、あと湧水というものもございます。こういったものの実態を把握いたしまして、北海道は

森林は多ございますから、どういった部分の森林に水源が求められているかという当たりをですね、今調査

すべく行っているところでございます。 



 また、そもそもこの水資源関係幹事会を立ち上げたというきっかけでございますけども、先の第２回定例

道議会における山林の買収という議論もございまして、本道の水資源というものは、農業はじめとしました

北海道の産業を支える重要な資源であるということ、さらには北海道として将来に向かって保全していかな

ければならないという認識のもとで、庁内の横断的な組織として幹事会を立ち上げたということでございま

す。 

 以上でございます。 

 

（三）水資源保全の庁内横断的組織を作った背景、考え方について 

  

○道見 委員 

 今の話しによると、本道の農業というんですかね、産業というんですか、そういう面において、北海道の

そういうものを保全していかなくてはならないという趣旨で立ち上げてきたということですね。 

 私はこの件はですね、いや、今の答弁は理解できますよ、当然そういうことは大事なんですが、これはで

すね、これ以前からこのことについては非常にですね、専門家も、なんていうんですかね、注目してるとい

うか議論しているという分野で、今は民主党さんが政権とってますけどね、自民党政権の時もですね、この

ことについては、関心がなかった訳じゃないんだけど手つかずになっているということなんですよ。 

  私は今、道庁の組織の中で今の趣旨をもって立ち上げたんだということはこれは非常に理解できるんです

が、私はですね、それだけで終わって考えているのか、私はもっと別のことを考えて実はとらえているんで

すよ。これはもう水資源だとかね、こういうもの、まあ多くいえば、国土ですよね。国土の売買そのものと

いうものはですね、そんなに簡単にですね、外国資本に売買されるものではないだろうと、いうふうに私は

考えている。 

 それは売買を禁止するということではない。日本も外国行って土地買ってるんですからね。ニューヨーク

のマンハッタンのど真ん中買ってるわけですから。まあそういうこともあるからということも当時ね、意識

があったのかも知れないけど、私はこれは国土を守るという基本に関わる問題としてとらえているんです

よ。国土を守るというとどういうことかというと、今農業とかね、水資源とか産業とかいうほかに、私は安

全と防衛が一番だと思っているんですこれは。これ一番だと思ってます。 

 いわゆる国家としてですね、基本的に重要な土地がですね、知らないうちに買われていると、それは防衛

施設の周辺だとか、あるいはいろんな港だとか、いろんな面に外国が戦略的にやっていると。もっと分かり

やすい言い方をすると尖閣列島に中国が、入植と言ったらおかしいけどね、来て、そこに外国の地方参政権

でも与えたらですね、その島そのものが買われているのと、尖閣列島がみんな外国の、中国、まあ中国って

例を出すのが適切かどうか分からないけど、まあ中国との間の争いやってるから、端的な例で分かりやすく

言うんだけど、あるいはそういうことにですね、知らないうちに、日本の国だったけど支配権は外国だった

と、実質的な、ということは可能になってくる話しなんですよ。だから皆さん方の実務的な純粋な水資源を

どうするんだと、北海道の農業用水だとか水の生活だとか、産業とかという純粋な面とは別にね、これはま

さしく政治的な課題だと私はとらえているんですよ。 

 だからそういうような課題の中から、こういものが、考えられてきたのかな、という風に思ったもんです

からどういう認識のもとで、これが立ち上がったのかと聞いたんですが、これ部長どうなんですか。そこま

でのことは道としては考えていないんだと、それは国家の話しであってねというのが、そこら辺はどうなん

ですか。 

 



○総合政策部長 

このたび土地水に関わりまして、水資源保全という観点で新しい庁内の横断的な組織を作ったその背景あ

るいは考え方につきましては、先ほど担当局長か 

らお話を申し上げたとおりでございます。 

 ただ、国土を保全するということは、委員からもご指摘ありましたけども極めて基本的な条件だと思って

まして、その上でまずは土地の売買など的確に把握する、その必要性を踏まえて、今の制度だけで十分かど

うかということにつきましては、議会でも御議論ございましたし、また私どもとしてもこの度の国費予算要

望の中で、そういったものを的確に把握するための法制度の整備の必要性などについては関係の国の方にも

働きかけるているところでございます。ただ、繰り返しになりますが、このたび私どもが取り組みを始め

た、いま、取り組みを進めようとしている背景、あるいは考え方は先ほど担当局長から申し上げたとおりで

ございます。 

 

（四）取り組む課題の洗い出し、その方策について 

 

○道見 委員 

 今、部長がおっしゃったように、とりあえずそういう考え方でスタートして、まあ、これから取り組んで

いくわけですからね、そういう過程の中でそういう骨幹をなすものがでてくれば、関係の国に対して提案し

ていくっていうんですか、そういう話しを持ち上げていくという考えだろうと、そういう答弁だろうと理解

しました。 

 私はですね、非常にこの問題はですね、国がですね、今、今日までですね、この問題が、しっかり法整備

もされていないということは、これは国の怠慢なんですよ。これはまさしく。それはなぜかというとです

ね、この問題というのは各省庁にまたがるんですよ。もう４つも５つも。安全と防衛は防衛省だし、水の関

係は農水省だし、環境省だし、そこに希少な地下資源があるかもしれないとなれば経産省だし、外務省だ

し、これだけですね、各省庁またがったらね、まとめるリーダーシップいないんですよ。みなさんの道庁だ

ってそうでしょ。５つ６つまたがったら、こういう協議会でようやくゴンゴンやってかない限りは、まとめ

ようがないんですよ。国もまさしくそういうことでね、これは日本という国は、こういう言い方したら誤解

を招くかも知れないですけど、いわゆる隣国と陸続きで接していないから、領土とられた取ったなんてしょ

っちゅうやってないもんですから、そういう危機感というものが私たちの中に、曖昧模糊とは言わないけ

ど、北方領土の根室行って、そこに歯舞があって、そこにロシアの軍艦があれば、ぎゅっと身の引き締まる

思いがあるから、視察の価値もあるんですけどね。ああいう風に毎日生活してれば、こういう問題はとっく

に国として解決するものだと思うんですよ。 

だから私は道がその趣旨・目的でスタートしたけど、私は是非ね、部長、これは国家の骨幹となるもんだと

いうことにね、頭入れながら各部署との議論をしていって、どうやって北海道を守っていくか、日本を守っ

ていくかという観点に結果的には、私はならざるを得ないんだろうと思うんですよ。単なる観光地のです

ね、中国資本がニセコで売買したから、そこに保全林があったからという短絡したような話しではないと、

こういう観点で、私は考えている。 

 じゃあ今すぐですね、北海道に当てはめたときに、それらを考えて、何かこれからするかとなったらです

ね、これは非常に、どんな面ができるかというのは難しい問題があるけれども、私はこれを機会に検討会で

協議してもらいたいことがあるんですよ、部長。提案ですけどね。確かに日本の国土に関することは先ほ

ど、答弁あったように、国土利用計画法とかいろんな問題でやってますよ。農業であれば法律によって定め



られて、そして農業委員会というものが設置されて、勝手に売買できません。ご存じのとおり。農業一つと

っても。私は法律の中に、その農業委員会的なことはないにしても、私は道として条例を作ってその条例の

中で、例えば森林委員会、農業委員会というのがあれば、森林委員会というものを条例に定めて、条例作っ

てそこから森林委員会作って、今言った売買の手続き、まあ先ほど冒頭に答弁ありましたけどね、そういう

事後的な簡単なものではなくて、やはり先ほど私が言った観点からしてもですね、やはりこれは慎重にやる

べきだと、そういう意味ではやはり、農業委員会と取って代わるということじゃないけど、農業委員会に森

林をいれるかどうかを法の中身を私は確認していませんから分かりませんけど、そういうようなものを道と

して、国は動かないから、これだけまたがっているものをですね、何年もかかったって動いてないんですか

ら。だからそういうことは待ってられないから、北海道の場合、だからそういうようなことを整備を、我々

としてできる範囲で整備をして、そしてそれにしっかり対応していく、国土を保全していくという観点に、

チェンジしてみたらどうか。検討してみたらどうかと。どうですか。 

 

○総合政策部長 

 今、ご提案をいただきましたが、改めてこの取り組みを進める趣旨・目的というものをはっきりさせなが

ら、同時に、今、関係各部とも連動をして実態調査をしております。今後、北海道として特に今、力を入れ

て取り組まなければならない課題の洗い出しとか、その方策について、今後検討を深めていこうとしており

ます。その中で、先程来、お話がございますけども、当然、国に求めて行かなければならないもの、また道

として取り組みを進めていかなければならないもの、その辺の仕分けをする中で、先ほどいただきましたご

提案などもちょっと頭に置きながら、検討させていただきたいと思います。 

 

（五）方策の前向きな考え方について 

 

○道見 委員 

 まあいいでしょう。スタートするばっかりのことですから。それから一から十まで求めてもしょうがない

んですけども、私が最後に言ったね、国に提案していくのは結構ですけど、これはなかなか動きませんよ。

ご存じでしょう。いろんなものを国とやっている中において、これは時間かかるもんだ、これはかからない

もんだ、なんていうことは分かってるんですから、お互いに。だから、私は、道としてどういう道があるの

かという方針さえ決まればね、検討するんだから、みんな。課長でも参事でも主幹でも。部長の考え方一つ

で。今の答弁だったら、ちょっと分からないよね。もうちょっとね、もっと前向きな考え方を言ってくれま

せんか、最後。 

 

○総合政策部長 

 いずれにせよ実態把握を踏まえた上で、課題の整理、今後の方策をできるだけ早く進めたいと思っており

ますが、具体的なご提案のあった委員会制度云々につきましては、たぶん法律的な問題もしっかり勘案しな

ければいけないと思っておりまして、その辺をしっかり研究しながら、道として責任ある役割を果たしてい

くために、当然国との見合いの関係もございますけども、どういうことを整えていくべきか、しっかり考え

て行きたいと思います。 


